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表紙

●　新株予約権等の状況

●　事業報告

　「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」

●　連結計算書類

　「連結株主資本等変動計算書」

　「連結注記表」

●　計算書類

　「株主資本等変動計算書」

　「個別注記表」

上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、書面交付

請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）へ

の記載を省略しております。

第９期定時株主総会の招集に際しての

電子提供措置事項

第９期(2023年１月１日から2023年12月31日まで)

AI CROSS株式会社
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新株予約権等の状況

第１回新株予約権B

発 行 決 議 日 2017年５月15日

新 株 予 約 権 の 数 3,140個
　

新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 157,000株
(新株予約権１個につき50株)

　

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額
新株予約権と引換えに払い
込みは要しない

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり
33,350円

(１株当たり　667円)
　

権 利 行 使 期 間
2019年６月１日から
2026年12月28日まで

行 使 の 条 件 （注）１

役
員
の
保
有
状
況

取 締 役
（ 監 査
等 委 員
を 除
く ）

取 締 役
（社外取締役を
除 く ）

新株予約権の数 1,350個
目的となる株式数 67,500株
保有者数 2名
　

社外取締役
新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名
　

取締役（監査等委員）
新株予約権の数 1,000個
目的となる株式数 50,000株
保有者数 1名
　

新株予約権等の状況

(1) 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として

交付された新株予約権の状況

（注）１. 新株予約権の割当てを受けた者は、新株予約権の行使時まで継続して、当社ま

たは当社子会社の取締役、監査役、従業員、その他これらに準ずる地位を有し

ていなければならない。ただし、正当な理由があると当社が認めた場合は、こ

の限りではない。

２. 2019年７月１日付で行った１株を50株とする株式分割により、「新株予約権の

目的となる株式の数」及び「新株予約権の行使に際して出資される財産の価

額」は調整されております。

－ 1 －
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新株予約権等の状況

第 1 1 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2023年６月16日

新 株 予 約 権 の 数 1,158個
　

新株予約権の目的となる株式の種類と数
普通株式 115,800株
(新株予約権１個につき 100株)

　
新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引換えに払い込みは要しない

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
新株予約権１個当たり 176,500円
(１株当たり 1,765円)

　

権 利 行 使 期 間
2026年７月４日から
2033年７月３日まで

行 使 の 条 件 （注）

使用人等への交付状況 当 社 使 用 人
新株予約権の数 1,158個
目的となる株式数 115,800株
交付対象者数 11名

　

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権

の状況

（注）第11回新株予約権の行使の条件

１. 本新株予約権者は、本新株予約権を取得した時点において当該本新株予約権者

が当社の取締役等の役員又は使用人である場合は、本新株予約権の取得時から

権利行使時まで継続して、当社の取締役等の役員又は使用人のいずれかの地位

にあることを要する。但し、当社取締役会が正当な理由があるものと認めた場

合にはこの限りではない。

２. 本新株予約権者が権利行使期間中に死亡した場合、その相続人は本新株予約権

を行使することができない。

３. 本新株予約権者は、次の各号のいずれかに該当する事由が生じた場合には、本

新株予約権を行使することができない。但し、以下の①、③、⑨号の場合を除

き、当社取締役会が合理的に別段の取扱いを行うことについて賛成した場合に

はこの限りではない。

①　禁錮刑以上の刑に処せられた場合

②　当社と競合する業務を営む会社を直接若しくは間接に設立し、又は当該会社

の取締役等の役員若しくは使用人に就任する等、名目を問わず当社と競業し

た場合（但し、当社の書面による事前の承認を得た場合を除く。）

③　法令違反その他不正行為により、当社の信用を損ねた場合

④　差押、仮差押、仮処分、強制執行若しくは競売の申立てを受け、又は公租公

課の滞納処分を受けた場合

⑤　支払停止若しくは支払不能となり、又は振出し若しくは引き受けた手形若し

くは小切手が不渡りになった場合

－ 2 －
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新株予約権等の状況

⑥　破産手続開始、民事再生手続開始その他これらに類する手続開始の申立てが

あった場合又は自らこれを申し立てた場合

⑦　就業規則に違反し、懲戒処分を受けた場合

⑧　役員として果たすべき忠実義務等に違反した場合

⑨　反社会的勢力又は反市場勢力に該当する疑いのある場合並びに過去5年以内

にこれらに該当した疑いのある場合

４. 本新株予約権者の新株予約権の行使に係る権利行使価額の年間（１月１日から

12月31日まで）の合計額は、1,200万円を超えてはならない。

(3) その他新株予約権の状況

該当事項はありません。

－ 3 －
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

（1）業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社

の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下の通りでありま

す。

①取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、「リスク・コンプライアンス管理規程」を制定し法令、定款の内容を全

社に周知徹底いたします。監査等委員は、取締役会への出席、業務執行状況の調査

等を通じて、監査をいたします。さらには、監査等委員の監査に加えて、内部監査

担当者は内部監査規程に基づき、業務が適正かつ適切に運営されているか把握・監

査等を定期的に行い、代表取締役へ報告しております。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社の取締役の職務の執行に係る情報は「文書情報管理規程」に基づき、書面及

び電磁的媒体にて作成、保存、管理しております。また、当社取締役が、これらの

情報に閲覧等可能な状態にしております。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、「リスク・コンプライアンス管理規程」を制定し、全社に周知徹底する

とともに、リスク・コンプライアンス委員会を四半期に1回開催し、取締役会へ定

期的に報告いたします。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、取締役の職務の執行を効率的に行うために、取締役会を毎月１回定期的

に開催するほか、適宜臨時に開催しております。

⑤当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制

当社は、「関係会社管理規程」を制定し、子会社の経営の自主性を尊重しつつ
も、当社に影響を与えると考えられる重要事象については、当社への報告を行うこ
ととしています。また、当社と子会社間の取引においては、取引契約を締結し、相
互の責任を明確にすることとしております。

⑥使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

職務権限規程を定め、各職位の責任と権限を明確にし、各部門における執行の体
制を確立していることとしております。また、必要な社内規程、細則及びマニュア
ルを整備し、全社に周知することとしております。

－ 4 －
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

⑦監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、当該使

用人の監査等委員以外の取締役からの独立性及び指示の実効性の確保に関する

事項

当社の監査等委員会が職務遂行について補助すべき使用人を求めた場合、必要な

人員を配置できるものとします。当社の監査等委員より監査業務に必要な命令を受

けた当該使用人は、その命令に関して、当社の取締役等の指揮命令を受けないもの

とします。また、当該使用人の人事異動に関しては、当社の監査等委員会の同意を

得た上で決定するものとします。以上の体制により使用人の取締役からの独立性を

確保します。

⑧監査等委員会への報告に関する体制及び監査等委員会の監査が実効的に行

われることを確保するための体制

当社の取締役及び使用人は、当社に重大な損失を与える事項を発生させるとき、

発生するおそれがあるとき、速やかに当社の監査等委員に報告することとしており

ます。また、当社の定める内部通報制度規程において、内部通報に際し、通報者が

不利な扱いを受けない旨を規定・施行しております。

また、当社の監査等委員は、重要な意思決定の状況を把握するため、当社の取締

役会等の重要会議に出席するとともに、稟議書類等業務執行に係る重要書類を閲覧

し、取締役及び使用人に報告を求めることができるものとしております。

⑨監査等委員の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に

関する事項

当社の監査等委員がその職務の執行について生ずる費用について、当社から前払
又は償還を受けることができるものとしております。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況

①取締役の職務の執行

当社は、「取締役会規程」に基づき、原則として月１回の取締役会を開催し、法

令又は定款に定められた事項及び経営上の重要な事項の決議を行うとともに、取締

役の職務執行の監督を行っております。また社外取締役が２名在籍しており、取締

役会の監督機能を強化しております。

なお、当事業年度において取締役会は18回開催しております。

②コンプライアンス、リスク管理

当社は、「リスク・コンプライアンス管理規程」に基づき、リスク・コンプライ

アンス委員会を四半期に1回実施し、取締役会へ報告しております。

－ 5 －
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

③内部統制

当社は、内部監査及び内部統制に関する監査を通して、内部統制システムの整

備、運用上の評価を行っており、当該取り組み状況は取締役会において報告してお

ります。

④監査等委員会の監査

監査等委員である取締役は、株主総会、取締役会に出席するほか、取締役及び使

用人等へのヒアリングや重要書類の閲覧等を通して、経営に対する適正な監視を行

っております。また、内部監査担当及び会計監査人と連携をとり、監査の実効性と

効率性の向上に努めております。

⑤反社会的勢力排除

反社会的勢力調査マニュアルに基づき、新規取引先との契約時に行うとともに、

既存取引先についても原則として年に1度再調査を行っております。

⑥子会社管理に関する取り組み

当社取締役又は使用人を取締役として派遣し、子会社の業務の適正の確保を図っ

ております。また、当社に影響を与えると考えられる重要事象については、適宜報

告されております。

－ 6 －
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連結株主資本等変動計算書

(2023年１月１日から
2023年12月31日まで)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 14,314 915,166 704,980 △676 1,633,785

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行
(新株予約権の行使）

10,271 10,271 20,543

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

156,724 156,724

自 己 株 式 の 取 得 △144,649 △144,649

新株予約権の発行 -

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 10,271 10,271 156,724 △144,649 32,619

当 期 末 残 高 24,586 925,438 861,705 △145,325 1,666,404

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益
その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 - - 107 1,633,892

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行
(新株予約権の行使）

20,543

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

156,724

自 己 株 式 の 取 得 △144,649

新株予約権の発行 13,308 13,308

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△337 △337 - △337

当 期 変 動 額 合 計 △337 △337 13,308 45,590

当 期 末 残 高 △337 △337 13,415 1,679,483

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 7 －
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連結注記表

建物 ８年～15年

工具、器具及び備品 ４年～８年

連結注記表

１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

・連結子会社の数 1社

・主要な連結子会社の名称 AIX Tech Ventures 株式会社

(2) 持分法の適用に関する事項

　 該当事項はありません。

(3) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

　有価証券

a．その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等

　　移動平均法による原価法を採用しております。

なお、投資有価証券のうち、投資事業有限責任組合の出資金については、組

合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最新の決算書を基礎とし、持

分相当額を純額で取り込む方法によっております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　イ.有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属

設備及び構築物については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

　ロ.無形固定資産（のれんを除く）

　　定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年

以内）に基づいております。

－ 8 －
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連結注記表

③ 重要な引当金の計上基準

　貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

④ 重要な収益及び費用の計上基準

Smart AI Engagement事業は、主にＢ２Ｃビジネスを営む国内外の事業者に対し

て、エンドユーザーの保有するモバイル端末にショートメッセージサービス（ＳＭ

Ｓ）の配信を行うための配信プラットフォーム提供サービスであり、顧客との契約

に基づき、当該サービスを提供する履行義務を負っております。サービスの提供が

完了した時点で履行義務が充足されるため、その一時点で収益を認識しておりま

す。

また、一部の販売取引について、代理人に該当する取引については当該対価の総

額から第三者に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識しております。

そして、ソフトウェアの受託開発のサービスの提供も行っており、顧客との契約

により履行義務が一定の期間にわたり充足されると判断し、期間がごく短いものを

除き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期

間にわたり認識しております。進捗度の測定は、各契約期間の期末日までに発生し

た原価が、予想される原価の総額に占める割合に基づいて行っております。

⑤ その他連結計算書類の作成のための重要な事項

イ. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。

ロ. 重要なヘッジ会計の方法

１. ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジにつ

いて振当処理の要件を充たしている場合には振当処理を採用しております。

２. ヘッジ手段とヘッジ対象

    ヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下の通りであります。

　　ヘッジ手段…為替予約取引

　　ヘッジ対象…外貨建仕入取引から生ずる外貨建金銭債務

３．ヘッジ方針

　　外貨建取引の為替変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行ってお

り、投機的な取引は行っておりません。
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繰延税金資産 26,373千円

４．ヘッジ有効性評価の方法

　　為替予約取引においては、キャッシュ・フローが完全に固定されるため、

その後の為替相場の変動が完全に相殺されることが明らかであることから、

有効性の評価を省略しております。

ハ. のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年間の定額法による償却を行っております。

２.　会計方針の変更に関する注記

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６

月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適

用し、時価算定会計基準適用指針第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算

定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしており

ます。なお、連結計算書類に与える影響はありません。

３.　表示方法の変更に関する注記

　(連結貸借対照表)

　前連結会計年度において、「流動資産」の「その他」に含めて表示しておりました

「預け金」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとし

ております。

４. 会計上の見積りに関する注記

　会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目で

あって、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を与える可能性があるもの

は、次の通りです。

(1) 繰延税金資産の回収可能性

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

②　会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

当社グループでは、繰延税金資産の回収可能性について、「繰延税金資産の回収

可能性に関する適用指針」（企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第26号）に

基づく企業の分類、将来の課税所得の見積り、将来減算一時差異の将来解消見込年

度のスケジューリング等、将来の課税所得の十分性を考慮して、回収可能性がある

と判断した金額を繰延税金資産として計上しております。

繰延税金資産の回収可能性は、将来の事業計画を基礎とした将来の課税所得の見

積り及び将来減算一時差異の解消見込年度のスケジューリング等に基づいて判断し

ており、その主要な仮定は、当社の期末における将来減算一時差異の解消見込時期
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投資有価証券（非上場株式） 56,515千円

投資有価証券（投資事業組合への出資） 44,519千円

　計 101,034千円

(1) 有形固定資産の減価償却累計額

工具器具備品 3,313千円

株 式 の 種 類
当連結会計年度

期首の株式数

当連結会計年度

増 加 株 式 数

当連結会計年度

減 少 株 式 数

当連結会計年度

期末の株式数

普通株式（株） 4,006,550 30,800 ― 4,037,350

であります。

上記の主要な仮定は経営者の判断を伴うため、将来の課税所得や将来減算一時差

異の解消見込時期の見積りが予想と異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類

について重要な影響を与える可能性があります。

(2) 投資有価証券の評価

　①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　②　会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

　投資有価証券（非上場株式）の取得原価は、取得時の持分純資産価額に超過収益

力を反映した実質価額に基づいて計上されておりますが、投資先の財政状態の悪化

や超過収益力の毀損により実質価額が著しく低下した場合は、減損処理を実施して

おります。減損処理を実施していない投資有価証券については、投資先の予算と実

績の乖離状況、業績の推移、事業計画の進捗状況、直近のファイナンス状況等か

ら、投資先の事業計画における将来の売上高成長率は合理的であるという仮定に基

づき、取得時の超過収益力を反映した実質価額は著しく低下していないと判断して

おります。なお、投資先の事業計画は不確実性を有しており、実質価額が著しく低

下した場合には減損処理が必要となり、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影

響を与える可能性があります。

投資有価証券（投資事業組合への出資）については、組合契約に規定される決算

報告に応じて、入手可能な直近の決算書を基礎として、持分相当額を純額で取り込

む方法によって算定しております。

５. 連結貸借対照表に関する注記

６. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

　（注）発行済株式数の増加は、新株予約権の行使により30,800株増加したものであり

ます。
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普通株式 174,000株

(2) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していない

ものを除く。）の目的となる株式の種類及び数

７. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社の所要資金として運転資金がありますが、自己資金を充当するとともに、必

要に応じて借入による調達を行うこととしております。

　デリバティブ取引は、外貨建取引の為替変動リスクの回避を目的として行い、投

機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　営業債権である売掛金及びその他金融債権である差入保証金については、取引先

の信用リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金、未払金については、１年以内の支払期日であります。長

期借入金については、流動性リスクに晒されております。

　投資有価証券は、主に株式及び組合出資金等であり、発行体の信用リスクに晒さ

れております。

　デリバティブ取引については、取引先相手先は高格付けを有する金融機関に限定

しているため、信用リスクはほとんどないと認識しております。

③　金融商品に係るリスク管理体制

　営業債権は、取引先ごとの入金期日管理を定期的に行うことで、滞留債権発生の

未然防止に努めております。

　長期借入金は、月次に資金繰り計画を作成するなどの方法により管理しておりま

す。

　投資有価証券については、定期的に発行体の財務情報等を把握しております。

　デリバティブ取引の執行・管理は、管理担当部門が取締役会の承認を得て行うこ

ととなっております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には、

合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因

を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動

することがあります。
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 差 入 保 証 金 9,036千円 9,014千円 △21千円

資 産 計 9,036千円 9,014千円 △21千円

(2)
長 期 借 入 金
( 1 年 以 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金 を 含 む )

9,081千円 9,052千円 △28千円

負 債 計 9,081千円 9,052千円 △28千円

(3) デリバティブ取引（注３） (515千円) (515千円) －

区分 連結貸借対照表計上額

投資有価証券 101,034千円

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2023年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次の通りであります。なお、市場価格のない株式等は次表には含まれていませ

ん。（注）２．参照

（注）１. 金融商品の時価の算定方法に関する事項

　　　　「現金及び預金」、「売掛金及び契約資産」、「預け金」、「買掛金」、「未払

金」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価

額に近似するものであることから記載を省略しております。

　　　２. 市場価格のない株式等

　　　３. デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合

計で正味の債務となる項目については、（　）で示しております。

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格に

より算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプッ

トを用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それら

のインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低い

レベルに時価を分類しております。
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

デリバティブ取引

通貨関連 － 515 － 515

負債計 － 515 － 515

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

差入保証金 － 9,014 － 9,014

資産計 － 9,014 － 9,014

長期借入金（１年

内返済予定のもの

を含む）

－ 9,052 － 9,052

負債計 － 9,052 － 9,052

(1) １株当たりの純資産額 429円39銭

(2) １株当たりの当期純利益 39円54銭

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

②時価で連結貸借対照表に計上していない金融商品

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

デリバティブ取引

　為替予約の時価は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定して

おり、レベル２の時価に分類しております。

差入保証金

　差入保証金は、その将来のキャッシュ・フローを国債の利回りで割り引いた

現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金（１年内返済予定のものを含む）

　長期借入金は、元利金の合計額を、同様の新規借入等を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類し

ております。

８. １株当たり情報に関する注記
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当連結会計年度

一時点で移転さ

れるサービス

一定の期間で移転

されるサービス
合計

メッセージングサービス 3,205,719千円 27,378千円 3,233,097千円

HR関連サービス 21,287千円 － 21,287千円

顧客との契約から生じる収益 3,227,006千円 27,378千円 3,254,384千円

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 3,227,006千円 27,378千円 3,254,384千円

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 405,120千円

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 413,378千円

契約資産（期首残高） -千円

契約資産（期末残高） 6,678千円

契約負債（期首残高） 655千円

契約負債（期末残高） 1,273千円

９. 収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループは、Smart AI Engagement事業の単一セグメントであり、主要な顧客

との契約から生じる収益を分解した情報は、以下の通りであります。

(2)　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類の作成のための基本

となる重要な事項に関する注記等　（３）会計方針に関する事項　④重要な収益及び

費用の計上基準」に記載の通りであります。

(3)　顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フロー

との関係並びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以

降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

　①契約資産及び契約負債の残高等

　契約資産は、主に顧客との受託契約について、期末時点で進捗度の測定に基づいて認識

した売上収益に係る未請求分であります。契約資産は、顧客の検収時に、顧客との契約か

ら生じた債権に振り替えられます。当該契約に関する対価は、契約条件に従い、顧客の検

収をもって請求し受領しております。

　契約負債は、主に顧客からの前受金であり、収益の認識に伴い取り崩されます。
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　　②残存履行義務に配分した取引価格

当社グループにおいて、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないた

め、実務上の便法を使用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。

また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額は

ありません。

10. 重要な後発事象

（自己株式の取得）

　当社は、2023年11月14日開催の取締役会において決議した、会社法第459条第１項及

び当社定款第38条の規定に基づき、2023年12月１日以降、自己株式を取得しておりま

す。

１．自己株式の取得を行う理由

資本政策の効率化及び資本効率の向上を通じて株主利益の向上を図るため、定款

の定めに基づき自己株式の取得を行うものであります。

２．取得に係る事項の内容

（1）取得する株式の種類　　当社普通株式

（2）取得し得る株式の総数　250,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合 6.4％）

（3）株式の取得価額の総額　300,000,000円（上限）

（4）取得期間　　　　　　　2023年12月１日～2024年2月29日

（5）取得方法　　　　　　　東京証券取引所における市場買付け

なお、市場動向等により、一部または全部の取得が行われない可能性もあります。

11. 追加情報

該当はありません。
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株主資本等変動計算書

（2023年１月１日から
2023年12月31日まで）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合計資本準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益剰 
余 金

当期首残高 14,314 450,476 464,689 915,166 769,058 769,058 △676 1,697,863

当期変動額

新 株 の 発 行
（新株予約権
の 行 使 ）

10,271 10,271 10,271 20,543

当 期 純 利 益 193,877 193,877 193,877

自 己 株 式
の 取 得

△144,649 △144,649

新株予約権の
発 行

-

株主資本以外の
項目の当期変動
額 （ 純 額 ）

当期変動額合計 10,271 10,271 - 10,271 193,877 193,877 △144,649 69,772

当期末残高 24,586 460,748 464,689 925,438 962,936 962,936 △145,325 1,767,635

評 価 ・ 換 算 差 額 等

新 株
予 約 権

純資産合計繰 延 ヘ ッ
ジ 損 益

評価・換
算差額等
合計

当期首残高 - - 107 1,697,970

当期変動額

新 株 の 発 行
（新株予約権
の 行 使 ）

20,543

当 期 純 利 益 193,877

自 己 株 式
の 取 得

△144,649

新株予約権の
発 行

13,308 13,308

株主資本以外の
項目の当期変動
額 （ 純 額 ）

△337 △337 - △337

当期変動額合計 △337 △337 13,308 82,743

当期末残高 △337 △337 13,415 1,780,713

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）　金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

a．その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等

　　移動平均法による原価法を採用しております。

なお、投資有価証券のうち、投資事業有限責任組合の出資金については、組

合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最新の決算書を基礎とし、持

分相当額を純額で取り込む方法によっております。

b．関係会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備

及び構築物については定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下の通

りであります。

建物 ８年～15年

工具、器具及び備品 ４年～８年

②　無形固定資産（のれんを除く）

定額法を採用しております。

自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年以内）に基

づいております。

(3) 引当金の計上基準

貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

Smart AI Engagement事業は、主にＢ２Ｃビジネスを営む国内外の事業者に対して、

エンドユーザーの保有するモバイル端末にショートメッセージサービス（ＳＭＳ）の配

信を行うための配信プラットフォーム提供サービスであり、顧客との契約に基づき、当

該サービスを提供する履行義務を負っております。サービスの提供が完了した時点で履
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個別注記表

行義務が充足されるため、その一時点で収益を認識しております。

また、一部の販売取引について、代理人に該当する取引については当該対価の総額か

ら第三者に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識しております。

そして、ソフトウェアの受託開発のサービスの提供も行っており、顧客との契約によ

り履行義務が一定の期間にわたり充足されると判断し、期間がごく短いものを除き、履

行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認

識しております。進捗度の測定は、各契約期間の期末日までに発生した原価が、予想さ

れる原価の総額に占める割合に基づいて行っております。

(5) その他計算書類の作成のための重要な事項

イ. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

ロ. 重要なヘッジ会計の方法

１. ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振

当処理の要件を充たしている場合には振当処理を採用しております。

２. ヘッジ手段とヘッジ対象

    ヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下の通りであります。

　　ヘッジ手段…為替予約取引

　　ヘッジ対象…外貨建仕入取引から生ずる外貨建金銭債務

３．ヘッジ方針

外貨建取引の為替変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っており、投

機的な取引は行っておりません。

４．ヘッジ有効性評価の方法

　　為替予約取引においては、キャッシュ・フローが完全に固定されるため、その

後の為替相場の変動が完全に相殺されることが明らかであることから、有効性の

評価を省略しております。

ハ. のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年間の定額法による償却を行っております。

２．会計方針の変更に関する注記

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

連結注記表　「２．会計方針の変更に関する注記」と同一の内容であるため、記載を

省略しております。
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個別注記表

繰延税金資産 26,373千円

投資有価証券（投資事業組合への出資） 44,519千円

関係会社株式 248,000千円

３.　表示方法の変更に関する注記

　(貸借対照表)

　前事業年度において、「流動資産」の「その他」に含めて表示しておりました「預け

金」は、金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしておりま

す。

４. 会計上の見積りに関する注記

(1) 繰延税金資産の回収可能性

　①当事業年度の計算書類に計上した金額

　　②会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報

連結注記表「４.　会計上の見積りに関する注記　(1)（繰延税金資産の回収可能

性）②会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情

報」に記載した内容と同一であります。

(2) 投資有価証券の評価

　①当事業年度の計算書類に計上した金額

　②会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報

連結注記表「４．会計上の見積りに関する注記　(2)（投資有価証券の評価）②会計

上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報」に記載

した内容と同一であります。

(3) 関係会社株式の評価

　①当事業年度の計算書類に計上した金額

②会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報

市場価格のない株式等である関係会社株式の取得原価は、関係会社株式の実質価額

が取得原価に比べて著しく下落した場合、将来の事業計画等により回復可能性が裏付

けられている場合を除き減損処理を行う必要があります。これらの評価は、市場動向

やこれに基づく事業成長率の仮定を含め、経営者により承認された関係会社の将来の

事業計画に基づいて算定しており、関連する業種の将来の趨勢に関する経営者の評価

を反映し、外部情報及び内部情報の両方から得られた過去のデータを基礎としており

ます。評価に用いた仮定は合理的であり、当事業年度末の関係会社株式の残高は妥当

であると判断しております。ただし、会計上の見積りに用いた仮定は不確実性を有し

ており、関係会社の属する市場環境や競合他社の状況により、関係会社株式の減損処
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個別注記表

工具、器具及び備品 3,313千円

短期金銭債権 304千円

長期金銭債権 50,000千円

株 式 の 種 類
当 事 業 年 度
期首の株式数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度
末 の 株 式 数

普通株式（株） 47,471 109,833 - 157,304

繰延税金資産

未払事業税 8,524千円

貸倒引当金 749千円

未払賞与 10,665千円

未払金 1,755千円

ソフトウエア償却超過額 846千円

一括償却資産償却超過額 498千円

繰延資産償却超過額 98千円

資産調整勘定 3,055千円

繰延ヘッジ損益 178千円

繰延税金資産小計 26,373千円

評価性引当額 -円

繰延税金資産合計 26,373千円

理が必要となり、翌事業年度の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

５．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額

(2) 関係会社に対する金銭債権債務

６. 損益計算書に関する注記

　　関係会社との取引高

　　　営業外取引による取引高　　　　　　　　　　　　　　　　3,267千円

７．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

（注）自己株式109,833数の増加は、取締役会決議に基づく自己株式の取得109,800株及び

単元未満株式の買取り33株によるものであります。

８．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種類
会社等

の名称

議決権等の

所有（被所

有）割合

関連当事者

との関係
取引内容 取引金額 科目

期末

残高

子会社

AIX Tech 

Ventures

株式会社

所有

直接 100％

資金援助

業務受託

役員兼任

資金貸付

利息の受取

（注１）

業務受託

（注２）

-

267

3,000

長期貸付金

未収入金

50,000

275

種類
会社等の名称

又は氏名

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有(被所

有)割合

関連当事者

との関係
取引内容 取引金額 科目

期末

残高

役員
岡部　典子

（注２）

当社代表

取締役CEO

(被所有)

直接 4.19％
－

ストックオプ

ションの権利

行使

10,005

（注１）
－ －

(1) １株当たり純資産額 455円48銭

(2) １株当たり当期純利益 48円91銭

９．関連当事者との取引に関する注記

　(1)子会社及び関連会社等

（単位：千円）

　取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．貸付金利息については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しておりま

す。

２．業務受託料については、受託業務の内容に基づき、協議の上、受託報酬額を決

定しております。

　(2)役員及び個人主要株主等

（単位：千円）

（注）１. 2017年５月15日開催の臨時取締役会の決議に基づき発行したストックオプショ

ンの当事業年度における権利行使を記載しております。なお、「取引金額」欄

は、当事業年度におけるストックオプションの権利行使による付与株式数に払

込金額を乗じた金額を記載しております。

２. 岡部典子氏は、当社代表取締役CEO原田典子の戸籍上の氏名であります。

10．１株当たり情報に関する注記

11. 収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「９. 

収益認識に関する注記」と同一の内容であるため、記載を省略しております。
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12．重要な後発事象に関する注記

（自己株式の取得）

連結注記表　「10．重要な後発事象に関する注記」と同一の内容であるため、記載を

省略しております。

13. 追加情報

　　該当はありません。
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